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  届出書の添付書類は、日本語又は英語で記載されたものに限ります。 

   注英語の場合は、日本語による翻訳文の添付が必要です。 

   注特別の事情で届出書に添付する書類が日本語又は英語で提出できない場合は、その他

の言語で記載された書類に、日本語による翻訳文を添付してください。 

＜外国籍の人が届出をするときの注意点＞ 

  外国籍の人が届出を行う際、在留カードの「在留資格」欄を確認します。 

外国籍の人が届出を行うことができるのは、次の①、②の場合です。 

① 「在留資格：永住者・日本人の配偶者」と記載 

② 「在留資格：経営・管理」と記載 

  上記①、②以外の記載がある人が届出者として届出をしたい場合は、以下の窓口に相談

してください。 

  【問合せ先：出入国在留管理庁 代表 045-370-9755】 

  【問合せ先：外国人在留総合インフォメーションセンター 0570-013904】 

 

№    届出書類 

① □ 住宅宿泊事業届出書（様式❶） 

② □ 

届出者の身分証明書（発行３ヶ月以内の原本） 

・届出者が「破産手続き開始の決定を受けて復権を得ないものに該当しない旨」

の市町村長の証明書です。 

・発行は、本籍地の市役所、区役所、町村役場で行うことができます。 

・【外国籍の方の場合】次のどちらかの書類をそろえてください。 

 ⅰ）日本国政府の承認した外国政府や権限のある国際機関の発行した書類 

 ⅱ）公証人または公的機関が証明した書類（例宣誓供述書） 

③ 【届出者が、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者の場合】 

（1） □ 【代理人が法人の場合】法定代理人の登記事項証明書（発行３ヶ月以内の原本） 

（2） □ 【代理人が法人の場合】法定代理人の身分証明書（発行３ヶ月以内の原本） 

（3） □ 法定代理人の同意書 

④ □ 

住宅の登記事項証明書（発行３ヶ月以内の原本） 

・用途が「住宅」「長屋」「共同住宅」「寄宿舎」であること。 

 それ以外の用途の場合、用途変更が必要です。 

注登記されていない家屋で届出はできません。 

⑤ □ 
【現に人の生活の本拠として使用されている家屋に該当する場合】 

公共料金支払書の写しまたは公共料金契約書の写し 

⑥ □ 

【住宅が入居者の募集が行われている家屋に該当する場合】 

入居者の募集の証明書類の写し 

例広告紙面（マイソク等）の写し、賃貸不動産情報サイトの掲載情報の写し、

募集広告の写し、募集の写真等 



⑦ □ 

【住宅が随時その所有者、賃貸人（賃借人の親族が賃貸人である場合を含む。）

又は転貸人（転借人の親族が転貸人である場合を含む。）の居住の用に供されて

いる家屋に該当する場合】 

随時居住の用に供されていることの証明書類 

例近隣店舗で日用品を購入した際のレシート、届出住宅と自宅間の公共交通機

関の往復の領収書や高速道路領収書の写し等 

⑧ □ 

住宅の図面（次に掲げる事項を明示したもの） 

・「台所」、「浴室」、「便所」、「洗面設備」の位置 

・住宅の間取り、出入口、各階の別 

・「居室」、「宿泊室」、「宿泊者の使用に供する部分」のそれぞれの面積 

・安全確保の措置状況  

⑨ □ 

【届出者が賃借人である場合】賃貸人の転貸の承諾書 

賃貸人（オーナー）が「住宅宿泊事業の用に供することを目的とした賃借物

の転貸」を承諾したことを証する書類 

【届出者が転借人である場合】賃貸人及び転貸人の転貸の承諾書 

 賃貸人（オーナー）及び転貸人のそれぞれが「住宅宿泊事業の用に供するこ

とを目的とした転借物の転貸」を承諾したことを証する書類 

⑩ 
【住宅がある建物が２以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有

部分のあるもの（分譲マンション）である場合】 

（1） □ 専有部分の用途に関する規約の写し 

（2） □ 

「管理組合に事前に住宅宿泊事業の実施を報告し、届出時点で住宅宿泊事業を

禁止する方針が総会・理事会等で決議されていない旨」を確認した誓約書（様

式❹）           または 

法成立以降の総会及び理事会の議事録その他の管理組合に届出住宅において、

住宅宿泊事業を営むことを禁止する意思がないことを確認したことを証明す

る書類 

⑪ □ 
【住宅宿泊管理業者に委託する場合】 

管理受託契約締結時の書面の写し（法第 34 条の規定により交付された書面） 

⑫ □ 欠格事由に該当しないことの誓約書（様式❻） 

⑬ □ 消防機関への事前相談記録書（様式❺） 

⑭-1 □ 近隣住民等への事前周知を行った旨を証する書類（様式❷） 

⑭-2 □ 半径 20ｍ以上が判別できる住宅地図（周知先を明記。縮尺（スケール）付） 

⑭-3 □ 近隣住民等への通知書面の写し 

⑮ □ 届出住宅の安全確保措置の適合状況チェックリスト（様式❸） 

⑯ □ 標識記載情報に関する確認記録簿（様式❽） 

⑰ □ 

届出者の本人確認書類（下記のどれか） 

・運転免許証やパスポート等官公署発行で写真付きの証明書・・・１点 

・健康保険証や年金手帳等の写真のないもの・・・２点以上 

【届出者が行政書士等の代理人の場合】委任状及び代理人の本人確認書類 

注家主居住型の場合は、届出者本人の確認書類も併せて提出してください。 

 


